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技術革新と民問設備投資

本　田　　　豊

問題の所在

　「平成不況」と呼ばれる現在の景気停滞は，ますます深刻の度合いを深め ，

その出口はいまだ見えていない。今回の景気停滞の原因については，衆知のご

とく「ストッ ク調整」説と「複合不況」説に区分される 。しかしもう少し中長

期的にみるなら１９８０年代後半からの技術革新の停滞が今回の景気停滞の一つの

　　　　　　　　　　　　　１）
要因になっ ている可能性がある 。

　資本制社会において景気動向を大きく左右する要因は，いうまでもなく民間

設備投資である 。したがって，技術革新の停滞が景気に影響しているかどうか

を議論する場合，技術革新と民間設備投資の関係を明らかにする必要がある 。

　ところで技術革新の経済的効果についての既存の実証分析は，技術革新の経

済成長への影響など供給サイドヘの効果を議論することが中心であ った。こ

れらの分析が重要であることはいうまでもないが，技術革新と景気動向の関係

を明らかにする場合は，技術革新が民間設備投資に与える影響を詳しく分析す

ることが非常に重要な課題となっ ている 。本論文では，このような問題思識に

基づいて技術革新が民間設備投資に与える影響を分析することを目的としてい

る。

　さて，ＳＬａｃｈａｎｄＭＳｃｈａｎｋｅｍａｎ（１９８９）は，Ｒ＆Ｄ ａｃｔ１ｖ１ｔｙをイノヘ
ー

ションとみなし，それと民問設備投資の相互関連について実証分析するなど ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（８２５）
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技術革新が民問設備投資に与える影響を議論した論文である
。

　彼らは，アメリカを対象に１９７３年から１９８１年までのＳｃ１ｅｎｔ１丘ｃ Ｓｅｃｏｔｏｒ に基

礎をおく産業から１９１の企業データをプーリングし，Ｒ＆Ｄ ａｃｔｉｖｉｔｙと民問設

備投資の動態的因果関係を「クレンジャーの意味での因果関係」と定義したう

えで検証した。その結果，Ｒ＆Ｄ　ａｃｔｉｖｉｔｙは民問設備投資には影響を与えるが
，

逆に民問設備投資はＲ＆Ｄ　ａｃｔｉｖｉｔｙには影響を与えないと結論づけた
。

　この結論は，期待需要条件によっ て内生的にＲ＆Ｄが決定されるというこ

とを主張するＳｃｈｍｏｏｋ１ｅｒ（１９６２）の議論を否定し，外生的イノベ ーシ ョン（技

術革新）の役割を重視するシュムペ ーターの理論をサポートする結果となっ て

　２）
いる 。

　我々は，以上のＳＬａｃｈａｎｄＭＳｃｈａｎｋｅｍａｎ（１９８９）の議論を参考に，日

本経済を対象に技術革新（イノベーシ ョン）が民間設備投資に与える影響を分析

するが，彼らと我々の分析の違いは，以下の点にある 。

　まず我々は，現在の日本の景気停滞の要因分析について関心があるため，日

本を対象として，製造業を産業別にディスアグリゲイトした１９７６年から１９９０年

の時系列データを用いて回帰分析を行う 。

　さらに，「技術革新」をここでは，各産業における「研究開発意欲」とみな

し， それが民問設備投資に与える影響を分析する 。尚ここでいう「研究開発意

欲」は，各産業の研究開発費 ・売上額比率（実質べ 一ス）を指標として示され

る。 この値が大きくなるということは，売上額に比して研究開発費が大きくな

ることを示すので，「研究開発意欲」が高まっ ているとみなすことができ ，こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）の値が小さくなれば，「研究開発意欲」は停滞することを意味するのである 。

　本論文の構成は，次の通りである 。まず１ ．で回帰分析に必要な民問設備投

資の説明変数を特定化し，回帰分析の結果を説明する 。そして，２ ．でそれぞ

れの説明変数の民間設備投資の変動への寄与度を計算し，１９８０年から１９９０年を

対象期間として，日本の製造業各産業の民間設備投資の変動要因を明らかにす

る。 その際特に「研究開発意欲」要因の影響度に注目する。そして最後に ，

まとめとして，本論文の分析で得られた主な結論を示し，今後の課題を明らか

　　　　　　　　　　　　　　　　（８２６）
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にする 。

１． 製造業産業別民問設備投資関数の特定化と回帰分析の結果

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
本論文で取り上げる製造業産業を図１のようにグルーピングする 。

図１　製造業産業のグルーピング

番号 産 業

産業４ 化学十石油 ・石炭製品十窯業 ・土石十パルプ ・紙

産業５ 一次金属製品十金属製晶

産業６ 一般機械十精密機械

産業７ 電気機械

産業８ 輸送機械

　製造業各産業の民問設備投資関数を特定化するための説明変数は，景気要因 ，

研究開発費 ・売上額比率（実質ターム），労働から資本への代替投資要因（貨幣

賃金率 ・民間設備投資デフレータ比率）の３つである 。

　景気要因に関しては，基本的にストソ ク調整原理を想定した。即ち ，ＧＮＰ
，

産出額，内部留保などの増大は民間設備投資拡大要因になるが，それに伴う資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
本ストッ クの増大は調整要因としてはたらくことになる 。

　研究開発費 ・売上額比率（実質ターム）は，前述したように「研究開発意欲」

を示し，これによっ て民問設備投資変動への直接効果をみることができる 。

「研究開発意欲」の高まりは，研究開発による新製品の開発や新しい生産ライ

ンの設置などを伴い，直接的に設備投資拡大をもたらすと考えられる 。

　しかし，「研究開発意欲」の効果は直接効果に限らず，供給サイドを経由し

た問接効果も考えることができる 。即ち，「研究開発意欲」の高まり→研究開

発費の増大→技術知識ストッ クの増大→資本財生産の拡大→資本財価格の低下

（民問設備投資デフレータの低下）→労働から資本への代替投資拡大というメカニ

ズムを通じて，「研究開発意欲」は，民問設備投資に影響を与えるのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２７）
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　もちろん労働から資本への代替投資は，技術革新（「研究開発意欲」）がなくて

も行われる。例えば，景気上昇を背景に労働力不足が発生し，貨幣賃金率が

「単独」で上昇する場合も ，代替投資が活発化すると予想される。従 って，代

替投資は景気要因と技術革新の複合的結果として生じることに留意する必要が

ある 。このように「研究開発意欲」の供給サイドを経由した問接効果の分析は

複雑であり ，その本格的分析は，計量マクロモテルの構築によっ て可能になる

であろうし，今後の課題として残される 。ここでは，この課題へのアプローチ

の一歩として，労働から資本への代替投資要因を「研究開発意欲」の問接効果

を示すものと考え，説明変数として取り上げる 。各産業ごとの設備投資関数の

具体的特定化は次の通りである 。

　　産業４設備投資関数＝ｆ（産出額／資本ストッ ク（実質ターム），研究開発

　　　　　　　　　　　　　費 ・売上額比率（実質ターム），貨幣賃金率／民

　　　　　　　　　　　　　問設備投資デフレータ）

　　産業５設備投資関数＝ｆ（実質ＧＮＰ，資本ストッ ク（実質ターム），研究開

　　　　　　　　　　　　　発費 ・売上額比率（実質ターム），貨幣賃金率／

　　　　　　　　　　　　　民間設備投資デフレータ）

　　産業６設備投資関数＝ｆ（（営業余剰十固定資本減耗）／資本ストソ ク（実

　　　　　　　　　　　　　質ターム），研究開発費 ・売上額比率（実質ター

　　　　　　　　　　　　　 ム），貨幣賃金率／民間設備投資テフレータ）

　　産業７設備投資関数＝ｆ（（営業余剰十固定資本減耗）／資本ストソ ク（実

　　　　　　　　　　　　　質ターム），研究開発費 ・売上額比率（実質ター

　　　　　　　　　　　　　 ム），貨幣賃金率／民間設備投資テフレータ）

　　産業８設備投資関数：ｆ（実質ＧＮＰ，資本ストッ ク（実質ターム），研究開

　　　　　　　　　　　　　発費 ・売上額比率（実質ターム），貨幣賃金率／

　　　　　　　　　　　　　民間設備投資デフレータ）

　以上の特定化に基づいて，１９７６年から１９９０年の時系列データを用いて回帰分

析を行った結果は，次の通りである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８２８）
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変数の説明

　　ＢＳＯｎ

　　ＤＧｎ

　　ＤＰｎ

　　ＥＭｈ

　　ＧＮＰ

　　ＰＩＰ

　　ＸＩＰｎ

　　ＸＫＰｎ

　　ＸＴＥＣＺｎ

　　ＷＥＭｎ

（産業 ｎの営業余剰（名目ターム），１０億円）

（産業 ｎの実質産出額，１０億円 ，１９８５年価格）

（産業 ｎの固定資本減耗（名目ターム），１０億円）

（産業 ｎの雇用者数，１０万人）

（実質ＧＮＰ，１０億円 ，１９８５年価格）

（民問設備投資デフレータ ，１９８５年 ＝１００）

（産業 ｎの実質民問設備投資，１０億円 ，１９８５年価格）

（産業 ｎの実質資本ストッ ク， １０億円 ，１９８５年価格）

（産業 ｎの研究開発費 ・売上額比率（実質ターム））

（産業 ｎの雇用者所得）

一一一一一一一
最小二乗法推計＿一一一一一

（１９７６－１９９０）産業４（化学十石油 ・石炭製品十窯業 ・土石十パルプ ・紙）

　ＬＯＧ　ＸＩＰ４＝十１３．３４３９＋３．８７６３９ＬＯＧ　ＤＧ４／ＸＫＰ４（一１）十１．３１４５４ＬＯＧ　ＸＴＥＣＺ４
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　　　　　　　　（３
．０４）

　決定係数 ＝Ｏ．８１０４２　標準誤差 ＝　Ｏ．１１ダービンワトソン比 ：１ ．４７８
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一一一一一一一 最小二乗法推計 一一一一一一一

（１９７６－１９９０）産業５（一次金属製品十金属製品）

　ＬＯＧ　ＸＩＰ５：十６９３７８２＋７３７０３９ＬＯＧ　ＧＮＰ－１４２２１８ＬＯＧ　ＸＫＰ５（一１）

　　　　　　　　　（ ’６．００）　ぐ４．７５）　　　（二５ ．２３）

　　　　　　　　十０５７７５０ＬＯＧＸＴＥＣＺ５＋２６８５４４ＬＯＧ（ＷＥＭ５佃Ｍ５）／ＰＩＰ

　　　　　　　　　（　２．１８）　　　　　　　　　　　　　（　３ ．７１）

　決定係数 ＝Ｏ．７７４５８　標準誤差 ＝　Ｏ．０８ダービンワトソン比 ＝２．２６９
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一一一一一一一 最小二乗法推計 一一一一一一一一

（１９７６－１９９０）産業６（一般機械十精密機械）

　ＬＯＧＸＩＰ６：十１３．６０８６＋１．２７６３６ＬＯＧ（（ＢＳ０６＋ＤＰ６）＊１００／ＰＩＰ）／ＸＫＰ６（一１）

　　　　　　　　　（　１１．１０）　　（　６ ．７２）

　　　　　　　　十０９２７０５ＬＯＧＸＴＥＣＺ６＋１１４５１４ＬＯＧ（ＷＥＭ６／ＥＭ６）／ＰＩＰ
　　　　　　　　　ぐ２．１８）　　　　ぐ３ ．１１）

　決定係数 ＝０．８９８４６　標準誤差 ：　Ｏ．１３ダービンワトソン比 ＝１ ．３１２
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一＿一一＿最小二乗法推計 一一一一一一一一

（１９７６－１９９０）産業７（電気機械）

　　ＬＯＧ　ＸＩＰ７＝十１８４１９１＋１６７６２４ＬＯＧ（（ＢＳ０７＋ＤＰ７）＊１００／ＰＩＰ）ノＸＫＰ７（一１）
　　　　　　　　　　　　　　　（ ’９

．５９）（．４．０６）

　　　　　　　　　　　　十１．３８０１９ＬＯＧＸＴＥＣＺ７＋４．１４４３４ＬＯＧ（ＷＥＭ７（一１）／ＥＭ７（一１））〃ＩＰ（一１）

　　　　　　　　　　　　　　　（　２ ．１８）　　　　　　　　　　　　　（　３ ．１１）

　　決定係数 ＝Ｏ．９４２１７　標準誤差 ＝　０．１４ダービンワトソン比 ＝１ ，８８６

　　　　　　　関数名　ＸＩＰ７　　　　　　　　　　　実戦　実績値　占一戦　推計値
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一一一一一一一 最小二乗法推計 一一一一一一一一

（１９７６－１９９０）産業８（輸送機械）

　　ＬＯＧ　ＸＩＰ８＝一３．Ｏ０１８４＋３．０２５３９ＬＯＧ　ＧＮＰ－２．４３３１５ＬＯＧ　ＸＫＰ８（一１）

　　　　　　　　　　　　　　（一〇．４３）　　（　４．２７）　　　　　　　　　　（一２ ．８０）

　　　　　　　　　　　　　十０．７４０２１ＬＯＧＸＴＥＣＺ８＋１．２０７６５ＬＯＧ（ＷＥＭ８（一１）佃Ｍ８（一１））〃ＩＰ（一１）

　　　　　　　　　　　　　　　（　１．７３）　　　　　　　　　　　　　（　１ ．５６）

　　決定係数 ＝０．９５５０１　標準誤差 ＝　Ｏ．０９ダービンワトソン比 ＝２ ，４７７

　　　　　　　関数名　刈Ｐ８　　　　　　　　　　　実戦　実績値　　占戦　推計値
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２． 産業別設備投資の変動要因の特徴

　回帰分析の結果をみると ，産業４及ぴ産業５では若干決定係数の値が小さく ，

今後さらに改善の余地があるが，得られた結果は概ね満足すべきものである 。

そこで，これらの結果から各説明変数の寄与度を計算し，それに基づいて産業

別設備投資の変動要因の特徴を明らかにする 。

　　　　　　　表１　各産業設備投資関数における各説明変数の寄与度

・産業４

年（期）　実績値（伸び率）

　１９７７　　　　　　　－１６ ．３１

　１９７８　　　　　　－１３ ．６６

　１９７９　　　　　　　８ ．７９

　１９８０　　　　　　　　２２ ．０３

　１９８１　　　　　　－　４ ．０１

　１９８２　　　　　　　－　２ ．２５

　１９８３　　　　　　　　　４ ．７０

　１９８４　　　　　　　　　１ ．４６

　１９８５　　　　　　　　２５ ．４６

　１９８６　　　　　　　－　２ ．８１

　１９８７　　　　　　　　　５ ．８３

　１９８８　　　　　　　　　６ ．９５

　１９８９　　　　　　　　２１ ．１５

　１９９０　　　　　　　　１２ ．６２

・産業５

年（期）実績値（伸び率）

　１９７７　　　　　－　　１ ．１２

　１９７８　　　　　－３２ ．９３

　１９７９　　　　　　　１７ ．７４

　１９８０　　　　　－　２ ．３４

　１９８１　　　　　　４ ．９５

　１９８２　　　　　　１８ ．０７

　１９８３　　　　　　　２ ．８２

　１９８４　　　　　　　１０ ．０４

　１９８５　　　　　－１３ ．８４

　１９８６　　　　　　　１０ ．７０

　１９８７　　　　　－１１ ．９０

　１９８８　　　　　　　５ ．４２

　１９８９　　　　　　２５ ．９３

　１９９０　　　　　　１０ ．５１

推定値（伸び率）

　一　５ ．６８７８１

　　９
．９９４２９

　－　１ ．９５２２３

　　２
．０６１７１

　－０
．３４９３６

　－　５ ．１０６０４

　　１４ ．７８５３０

　　６
．５６４６９

　　１４ ．１７１６０

　　４
．５６２７２

　－Ｏ
．４７８４５

　　２２ ．５６２３０

　　４
．１５６５７

　－０
．１６５６２

推定値（伸ぴ率）

　一１
．９０

　－２１ ．８９

　　１１ ．９９

　－９
．４５

　　１９ ．４１

　－５
．４３

　　１７ ．５２

　　１０ ．３３

　－２
．２６

　－０
．７３

　－１９ ．２６

　　１０ ．４５

　　２８ ，３３

　　３
．９５

景気要因寄与度研究開発意欲寄与度

一８ ．７０

－１０ ，１４

　１ ．９９

－２２ ．９１

－９ ．５５

－２１ ．８２

－７ ，３５

　１ ．２９

－１１ ．５０

－２１ ．３７

－７ ，０９

　５ ，９５

　５ ．８１

－７ ．４２

一　１ ．３５３８３

　７ ．３７０１８

－１２ ．９６４６０

２１ ．６４２２０

　９ ．４５０２９

　１２ ．２６９９０

　１５ ．１８７７０

－Ｏ ．６３２５３

２１ ．６０８７０

２０ ．３０６００

－　２ ．６０６６６

　５ ．０８７０９

－４ ．７８０１４

－　１ ．８７２５８

代替投資寄与度

　４ ．３８５７９

１３ ．２８９２０

１０ ．０７６３０

　５ ．７４８１９

　０ ．１９６９８

　５ ．６０７９４

　７ ．０３２７７

　５ ．８４００４

　５ ．０１２９１

　７ ．７９２９４

　９ ．６６８１９

　９ ．８１８４７

　３ ．２１２７９

　９ ．５６４８９

ＧＮＰ寄与度　資本ストヅ ク寄与度研究開発意欲寄与度　代替投資寄与度

８４ ．６５

７５ ．２６

６２ ．５４

６０ ．７２

５３ ．１６

３７ ．９４

３１ ．０７

４９ ．５７

５０ ．２１

３２ ．７４

３２ ．１３

４８ ．９０

４９ ．９２

５４ ．７１

（８３２）

一１０８ ．２８

－１１３ ．５６

－４４ ．９７

－７１ ．５５

－５２ ．８８

－５６ ．１７

－２３ ．４９

－５３ ．２８

－７２ ．７４

－４９ ．６８

－５６ ．５９

－４１ ．０１

－３８ ．９９

－６１ ．０９

　４ ．１７５３５

－　３ ．１３２１１

－　１ ．４７０５１

　３ ．４２３２７

　９ ．６０７７４

　５ ．６９２８４

－　　１ ．４９３３６

　０５７７７６

　１０ ．７１７５０

　５ ．５４２０５

－　５ ．５２４６９

－　１ ．９２４３８

－　Ｏ ．９２４５４

　２ ．５３３０１

　１８ ．９０

　１６ ．６０

－２ ．９２

－１ ，７８

　９ ，６２

　７ ．１８

　１０ ．７４

　１３ ．９４

　１０ ．４４

　１１ ．Ｏ０

　８ ，５９

　５ ．０４

　１６ ，５３

　８ ．５７
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・産業６

年（期）

　１９７７

　１９７８

　１９７９

　１９８０

　１９８１

　１９８２

　１９８３

　１９８４

　１９８５

　１９８６

　１９８７

　１９８８

　ユ９８９

　１９９０

・産業７

年（期）

　１９７７

　１９７８

　１９７９

　１９８０

　ユ９８１

　ユ９８２

　１９８３

　１９８４

　１９８５

　１９８６

　１９８７

　１９８８

　１９８９

　１９９０

実績値（伸び率）

　　一２ ．９３

　　－１ ．８９

　　　２３ ．２０

　　　２９ ．５７

　　　２７ ．６０

　　－Ｏ ．２６

　　－７ ，０６

　　　８ ．９１

　　　３０ ．４３

　　－１３ ．２６

　　－４ ，７２

　　　９ ．５０

　　　３０ ．０５

　　　１１ ．０７

実績値（伸び率）

　２４ ．３９

－３ ．１５

　２３ ．１１

　３６ ．６１

　２４ ．６４

－１ ．４９

　１２ ．１１

　６２ ．４２

　１２ ．５０

－２０ ．４３

－９ ．２９

　２９ ．４０

　１３ ．０４

　１３ ．３６

・産業８

年（期）実績値（伸び率）

１９７７

１９７８

１９７９

１９８０

！９８１

ユ９８２

１９８３

１９８４

ユ９８５

１９８６

１９８７

１９８８

ユ９８９

ユ９９０

　３６ ．９１

　１２ ，２６

　３ ．８４

　２９ ．４６

　１３ ，３０

　３ ．８８

－６ ．９０

－６ ．５５

　４４ ，２５

　９ ．３０

－１１ ，１１

　３ ．０４

　３７ ，０４

　９ ．５０

推定値（伸び率）

　　　２９ ．７９

　　　１３ ．３２

　　　１０ ，８０

　　　０ ．７２

　　　４１ ，９６

　　　４ ．６４

　　－７ ．４０

　　　１２ ．２３

　　　３７ ．１４

　　－２２ ．６６

　　－１４ ．９７

　　　１７ ．５０

　　　２３ ．４６

　　　１９ ．７８

推定値（伸び率）

　２１ ．１７

　２８ ．３７

　２３ ．５５

－３ ．３２

　２１ ．４２

　１４ ．９９

　３６ ．３４

　３８ ．３６

－９ ．８２

－２ ．２１

－１０ ．４３

　１８ ．３３

　３５ ，９９

　１ ．１７

推定値（伸び率）

２５ ．２４

３１ ，０８

７， ８７

９． ９９

２２ ，４１

５， ０８

３． ９２

１２ ．７３

１８ ，２７

５， ７９

０， １０

９． ５９

１６ ．８８

１５ ．７２

景気要因寄与度

　　　　８ ，６８

　　　　６ ．８７

　　　１８ ．１３

　　　３６ ，１４

　　　　９ ．８７

　　－５
．３３

　　－１３ ，６４

　　　　７ ．７１

　　　２４ ．２３

　　－２６ ．３７

　　－２５ ．１９

　　　２６ ．３３

　　　１１ ，８５

　　　　４ ．８０

景気要因寄与度

　　一７ ．２９

　　－Ｏ ．５９

　　　　３ ，５９

　　　　４ ．４３

　　－１ ，２０

　　　　１ ．１７

　　　１０ ．８４

　　　３２ ．５２

　　－２５ ．５４

　　－２５ ．６４

　　－１３ ．３８

　　　１０ ．９５

　　　１１ ．３０

　　－１２ ．４１

ＧＮＰ寄与度

　３４ ．７５

　３０ ．８９

　２５ ．６７

　２４ ．９２

　２１ ．８２

　１５ ．５７

　１２ ．７５

　２０ ．３５

　２０ ．６１

　１３ ．４４

　１３ ．１９

　２０ ．０７

　２０ ．４９

　２２ ．４６

研究開発意欲寄与度

　　　１０ ．７６４４０

　　－　０ ．９８９６８

　　－　９ ．９８２４５

　　－　２ ．６４５１１

　　　１５ ．１５５７０

　　　５ ．１５６４１

　　　６ ．０３１７７

　－　１ ．４８５３６

　　　６ ．６０６９９

　　　０ ．８５０５４

　　　３ ．５７６５７

　－１１ ．２８９８０

　　　３ ．６３０９９

　　　７ ．１３６６４

研究開発意欲寄与度

一８ ．９８

－１ ．２３

－１５ ．７５

－１７ ．４４

　４６ ．３３

－７ ．２５

－Ｏ ．６９

－９ ．４６

　１１ ，０４

　２ ．３８

－６ ．０４

－１２ ，１３

　１ ．６４

－６ ．３０

代替投資寄与度

　　７ ．７５４６２

　　７ ．００５４１

　　３ ．９２６９６

－２５ ．１７４９０

　　１２ ．０９２５０

　　５ ．０６７７０

　　０ ．８９２９０

　　５ ．６８２８０

　　３ ．０５６５４

　　３ ．０２６４４

　　８ ．６３８１５

　　４ ．３０２６４

　　６ ．３５９５３

　　６ ．６４９２５

代替投資寄与度

　　３７ ．５５

　　２７ ．６９

　　３５ ．７８

　　１１ ．０４

－１８ ．８８

　　２０ ．７６

　　２１ ，７４

　　１考 ・７３

　　６ ．８２

　　２３ ，９０

　　９ ．２０

　　１９ ．３６

　　１８ ．５８

　　２１ ．０１

資本ストッ ク寄与度研究開発意欲寄与度

一２６ ．２９

－１３ ．６０

－１４ ．３１

－１２ ．７０

－１９ ．８６

－２０ ．９８

－１９ ．８７

－１３ ．４４

－１３ ．４１

－２０ ．９２

－２０ ．６０

－１２ ．７９

－１２ ．３０

－１６ ．４４

４． ２５１８７

３． ３７５２６

７． ４０７５７

７． １６２２７

２４ ．４２４８０

５． ２０３３５

１． ５４２２７

１． １３４６１

２． ９４４１ユ

６． ３０８７９

２． ５０３６１

０． ５６９６２

０． ５６４４８

３． ６６４８２

代替投資寄与度

　１０ ．９１１７０

　７ ．８２６１３

　４ ．７３６３８

　５ ．６１５２３

－　２ ．８３２７８

　５ ．２３１６６

　４ ．２４４２６

　４ ．３１４１７

　７ ．２１３００

　６ ．６７６４３

　９ ．９０４２０

　２ ．７９６８８

　８ ．６２２９４

　５ ．３９１４７

（８３３）



　４８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第６号）

　表１に基づき ，各産業設備投資の１９８０年以降の変動要因の特徴を明らかにし

てみよう 。

　産業４では，１９８０年から１９８６年まで，「研究開発意欲」の設備投資拡大への

寄与度が平均して非常に大きいことがわかる 。しかし，１９８７年以降その寄与度

が小さくなり ，そのかわり代替投資要因の寄与度が大きくな っている 。景気要

因は１９８０年以降設備投資拡大にあまり寄与していないが，１９８８年及び１９８９年に

ついては，その寄与度が大きくなっ ている 。

　産業５でも ，１９８０年から１９８６年まで，設備投資拡大への「研究開発意欲」の

寄与度は平均して大きいが，１９８７年以降は，その寄与度は非常に小さいことが

わかる 。景気要因は１９８０年から１９８７年までは設備投資拡大への寄与は不明確で

あるが，１９８８年以降その寄与度は大きくなっ ている 。代替投資要因も ，１９８１年

以降一貫して設備投資拡大への寄与度が大きい 。

　産業６では，１９８１年以降１９９０年に至るまで，設備投資拡大への「研究開発意

欲」及び代替投資要因の寄与度は，平均して大きいことがわかる 。さらに景気

要因の寄与度も大きいことがわかる 。１９８８年以降の設備投資拡大基調は，景気

要因が強く働いた結果と考えられるが，「研究開発意欲」及ぴ代替投資要因の

寄与があ ったことも否定できない 。

　産業７では，１９８１年と１９８５年は，設備投資拡大への「研究開発意欲」の寄与

度が非常に大きくな っているが，その他の年はその寄与度は非常に小さい。一

方代替投資要因は，１９８０年から１９９０年に至るまで１９８１年を除いて一貫してその

寄与度が大きい。景気要因の設備投資拡大への寄与度も一貫して大きいことが

わかる 。１９８８年以降の設備投資拡大基調は，代替投資要因及ぴ景気要因による

とみられる 。

　産業８では，１９８１年から１９８６年まで設備投資拡大期の「研究開発意欲」の寄

与度はある程度あ ったと考えられるが，１９８８年以降の設備投資拡大基調への寄

与度はほとんどないといえる 。一方，景気要因の設備投資変動への寄与度が

１９８０年以降一貫して大きいことがこの産業の特徴である 。代替投資要因の設備

投資拡大への寄与度の大きさも見逃すことができない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８３４）



　　　　　　　　　　　　技術革新と民間設備投資（本田）　　　　　　　　　　　４９

　以上まとめると次のようにいうことができる 。

　「研究開発意欲」が各産業の設備投資拡大に与えた影響をみると ，産業６が

１９８０年から１９９０年まで，一貫して大きいことがわか った。産業４及び産業５に

ついては，１９８６年までは設備投資拡大に大きな影響を与えたが，１９８７年以降そ

の影響は非常に小さくなっ ている 。産業７ ，産業８では，１９８０年代前半の設備

投資拡大効果はあ ったと考えられるが，その度合いは小さく ，１９８０年代後半に

なるとその効果はほとんどなか ったとみることができる 。

　景気要因が各産業の設備投資拡大に与えた影響をみると ，産業８が特に大き

く， 産業６ ，産業７も１９８０年代を通じてその影響が大きか った。一方，産業５

は， １９８０年代前半は，その影響が不明確であるが，産業４では，その影響は小

さか ったと考えられる 。

　代替投資要因の設備投資拡大効果は，どの産業でも１９８０年代を通じて大きく
，

特に産業７で顕著であ った 。

　１９８０年代をバブル期以前（１９８０年から１９８６年）とバブル期（１９８７年から１９９０年）

に区分して考えると ，産業６を除いて，バブル期に設備投資拡大に影響を与え

た要因は，景気要因と代替投資要因であ って ，「研究開発意欲」の直接効果は ，

ほとんどなか ったということができる 。

終わりに

　本論文での主な結論は以下のとおりである 。

　（１）１９８０年代をバブル期以前（１９８０年から１９８６年）とバブル期（１９８７年から１９９０

年）に区分して考えると ，バブル期以前では，「研究開発意欲」の設備投資拡

大への直接効果は，程度の差はあれどの産業にもあ ったと考えられる 。

　（２）しかし，バブル期にはいると産業６を除いて，「研究開発意欲」の設備

投資拡大への直接効果は，ほとんどなか ったということがわか った。バブル期

における設備投資拡大の要因は，景気拡大要因と代替投資要因であ った 。
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（３）代替投資要因の設備投資拡大への影響は，１９８０年から１９９０年まで，どの

産業においても程度の差はあるが大きか った 。

　以上の結論は，「平成不況」克服のためのいかなる政策的含意を導くのであ

ろうか 。

　バブル期に入 って「研究開発意欲」の設備投資拡大効果がなかったのは，い

うまでもなく「研究開発意欲」が停滞したからにほかならない。にもかかわら

ず， バブル期に設備投資が拡大したのは，景気要因と代替投資要因のためであ

った。このことをふまえた上で現在のｒ平成不況」を考えると ，企業のリスト

ラによっ て資本ストッ ク調整が行われたとしても ，それによっ て総需要が増大

するという保証はないことを示す 。

　総需要の増大は，結局「外生的」要因に依存する 。そのひとつは，輸出ドラ

イブをかけることであるが，それは円高や貿易摩擦を考えると困難である ・も

う一つは，消費性向を高めることである 。所得税減税の先行実施策や耐久消費

財のストッ ク調整の完了によっ て消費性向が高まり ，消費主導の景気回復が起

こるという楽観論もあるが，労働者の一層の雇用不安は，消費性向の高まりを

阻害することになるであろう 。したがって消費主導の経済回復は大変困難であ

るといわざるを得ない。結局，総需要が増えるためにはｒ外生的」に民問設備

投資需要が増えることが必要であり ，そのためには，企業の「研究開発意欲」

の高まりが不可欠であろう 。

　一方，代替投資要因が民問設備投資拡大をもたらす可能性を考えると ，景気

停滞は貨幣賃金率の上昇を阻害するため，景気要因によっ て労働から資本への

代替化がおこる可能性は小さい。したがって代替投資が拡大するためにも ，や

はり「研究開発意欲」が必要となる 。

　このようにみてくると ，現在の不況を克服するためには，「研究開発意欲」

の高まりが不可欠であるということが，我々の分析結果からの政策的含意であ

る。

　現在の規制緩和政策は，「研究開発意欲」の高まりを期待したものと考えら

れるが，単なる「自由放任的」規制緩和は副作用が強く ，かえっ て経済を混乱
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させる可能性が高い。「研究開発意欲」を高めるため，そのビジ ョンを明確に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
することこそ現在の経済政策の中心的課題である 。

　我々の分析の中で，代替化投資の民間設備投資拡大に与えた影響が非常に大
　　　　　　　　　　　　　　　７）
きか ったことが明らかになっ た。 このことは，技術革新が民問設備に与える影

響を見る場合，技術革新と代替化投資の関連をより明確にする重要性を示して

いる 。具体的には，本文でも述べたとおり ，「研究開発意欲」の供給サイドを

経由した間接効果の分析を行うため，計量マクロモデルの構築が必要となるが
，

これは今後の課題として残されている 。

　付注

　　１）この点に関しては，本田［２１及び渡辺 ・雨貝［６１参照のこと 。

　　２）技術革新がなぜ起こるかという議論に関するサー ベイは，藤井 ・菊池［１１を

　　　参照のこと 。

　　 ３）本田［２１では，特に電気産業などの日本の主要産業の技術革新意欲が，１９８０

　　　年代後半以降停滞していることを示した 。

　　４）製造業産業のうち食料晶及びその他製造業は分析の対象から除いている 。

　　 ５）但し，景気要因に関する各産業設備投資関数の具体的な説明変数は，産業によ

　　　 って異なるが，これは，統計的なフィットを高めるためである 。

　　６）「マルチメディア」の技術革新は有望である 。「マルチメディア」の実用化にむ

　　　け情報インフラ整備の課題は急務であると思われる 。

　　７）同様な実証分析の結論は，竹中［５１にも示されている 。
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